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法人会は東京都の「地球温暖化対策報告書制度」を推進しています

第
２
回
東
法
連

理
事
会
が
９
月
30

日
、
全
法
連
会
館

で
開
催
さ
れ
た
。

会
議
で
は
、
役
員

賠
償
責
任
保
険
の
契
約
更
新
、
会
員
増
強

お
よ
び
福
利
厚
生
制
度
の
推
進
状
況
、
９

月
18
日
の
全
法
連
理
事
会
で
承
認
さ
れ
た

「
令
和
９
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
」

な
ど
に
つ
い
て
審
議
し
た
ほ
か
、
代
表
理

事
お
よ
び
業
務
執
行
理
事

の
職
務
執
行
状
況
な
ど
が

報
告
さ
れ
た
。

会
員
増
強
に
つ
い
て

は
、
７
月
末
現
在
の
会
員

数
は
10
万
３
千
６
３
６
社

と
な
り
、
依
然
と
し
て
減

少
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、

４
月
か
ら
７
月
ま
で
の
減

少
幅
は
前
年
同
時
期
に
比

べ
て
縮
小
し
て
い
る
こ
と

が
報
告
さ
れ
た
。
例
年
、
９
月
か
ら
12
月

の
会
員
増
強
月
間
に
は
新
規
勧
奨
数
が
伸

び
る
こ
と
か
ら
、
本
年
度
も
各
法
人
会
に

積
極
的
な
協
力
が
呼
び
か
け
ら
れ
た
。

ま
た
、
福
利
厚
生
制
度
加
入
企
業
拡
大

キ
ャ
ン
ペ
ー
ン
「
ネ
ク
ス
ト
チ
ャ
レ
ン
ジ

１
０
０
」
に
つ
い
て
は
、
７
月
末
現
在
、

新
規
加
入
企
業
数
が
目
標
の
29
・
４
％
、

新
契
約
件
数
は
36
・
８
％
と
な
っ
て
い
る

こ
と
が
報
告
さ
れ
、
引
き
続
き
各
法
人
会

に
お
け
る
役
員
に
よ
る
紹
介
を
進
め
る
と

と
も
に
、
協
力
会
社
３
社
と
の
連
携
を
強

化
し
て
い
く
こ
と
を
確
認
し
た
。

政
府・政
党・国
会
議
員・自
治
体
な
ど
へ

提
言
活
動

「
令
和
９
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提

言
」
に
つ
い
て
は
、
全
法
連
が
政
府
や
政

党
、
国
会
議
員
、
自
治
体
な
ど
に
提
言
を

行
う
予
定
で
、
東
法
連
お
よ
び
各
単
位
会

で
も
、地
元
選
出
の
国
会
議
員
や
都
知
事
、

都
議
会
議
長
な
ど
、
関
係
各
方
面
へ
働
き

か
け
を
進
め
る
方
針
が
示
さ
れ
た
。
全
法

連
で
は
、
提
言
内
容
を
日
本
経
済
新
聞
に

意
見
広
告
と
し
て
掲
載
す
る
と
と
も
に
、

10
月
８
日
開
催
の
法
人
会
全
国
大
会
（
茨

城
大
会
）
で
報
告
し
、
会
員
へ
の
周
知
を

図
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
熊
本
地
震
に
お
け
る
被
災

法
人
会
へ
の
支
援
と
し
て
、
30
万
円
拠
出

す
る
こ
と
が
承
認
さ
れ
た
。

審
議
終
了
後
に
は
、
町
田
法
人
会
青
年

部
会
が
租
税
教
育
プ
レ
ゼ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン

を
実
演
。
11
月
21
日
開
催
の
「
第
40
回
法

人
会
全
国
青
年
の
集
い
島
根
大
会
」
で
東

法
連
青
連
協
代
表
と
し
て
行
う
発
表
の
予

行
演
習
と
し
て
、
出
席
者
か
ら
改
善
点
や

意
見
を
募
り
、
本
番
に
向
け
て
内
容
の
充

実
を
図
っ
た
。

令
和
９
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る
提
言
を
報
告

町
田
法
人
会
青
年
部
会
が
租
税
教
育
プ
レ
ゼ
ン
を
実
演

東
法
連
理
事
会

あいさつする
斎藤保会長

税制改正提言の報告を受ける理事会

租税教育プレゼンテーションを実演する
町田法人会青年部会



2026年（令和8年）10月号 （2）

法人会 青年部会は「財政健全化のための健康経営プロジェクト」に取り組んでいます法人会 青年部会は「財政健全化のための健康経営プロジェクト」に取り組んでいます

第
１
回
厚
生

共
益
事
業
委
員

会
（
佐
藤
一
也

委
員
長
・
上
野

法
人
会
会
長
）

が
９
月
10
日
、
全
法
連
会
館
で
開
催
さ

れ
、
新
規
共
益
事
業
に
つ
い
て
審
議
す

る
と
と
も
に
、
令
和
８
年
度
の
各
種
事

業
の
推
進
状
況
な
ど
に
つ
い
て
報
告
が

行
わ
れ
た
。

厚
生
事
業
で
は

各
種
福
利
厚
生
制

度
の
推
進
を
図
る

こ
と
と
し
、「
ネ

ク
ス
ト
チ
ャ
レ
ン
ジ
１
０
０
」
に
つ
い

て
、
７
月
末
時
点
の
進
捗
率
が
新
規
加

入
企
業
数
、
新
契
約
件
数
と
も
に
全
国

平
均
を
上
回
っ
て
い
る
こ
と
が
報
告
さ

れ
た
。
こ
の
ほ
か
、
協
力
会
社
の
紹
介

に
よ
る
法
人
会
会
員
の
加
入
が
、
昨
年

度
は
７
１
５
社
で
あ
っ
た
こ
と
な
ど
が

共
有
さ
れ
た
。

共
益
事
業
で
は
、
新
規
事
業
と
し

て
、
㈱
フ
ジ
テ
レ
ビ
ジ
ョ
ン
と
の
提
携

に
よ
る
「
イ
ベ
ン
ト
チ
ケ
ッ
ト
廉
価
販

売
専
用
サ
イ
ト
」
を
東
法
連
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
へ
設
置
す
る
こ
と
が
承
認
さ
れ
た
。

ま
た
既
存
事
業
で
は
、
会
員
専
用
サ
ー

ビ
ス
リ
ー
フ
レ
ッ
ト

の
配
付
な
ど
に
つ
い

て
報
告
が
あ
っ
た
。

第
１
回
公

益
事
業
委
員
会

（
鈴
木
康
之
委

員
長
・
王
子
法

人
会
会
長
）
が

９
月
16
日
、
全
法
連
会
館
で
開
催
さ
れ

た
。
本
年
度
の
公
益
関
連
の
事
業
活
動

に
つ
い
て
審
議
す
る
と
と
も
に
、
各
法

人
会
に
お
け
る
公

益
事
業
活
動
に
つ

い
て
活
発
な
意
見

交
換
が
行
わ
れ
た
。

意
見
交
換
で
は
、

独
自
ツ
ー
ル
を
活
用
し
た
租
税
教
育
を

は
じ
め
、
地
域
イ
ベ
ン
ト
で
の
税
務
広

報
や
税
金
ク
イ
ズ
、
税
金
川
柳
、
税
金

落
語
な
ど
、
各
法
人
会
が
工
夫
を
凝
ら

し
て
取
り
組
ん
で
い
る
活
動
が
報
告
さ

れ
た
。
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を
共
有
し
、

本
年
度
も
租
税
教
育
関
連
事
業
に
力
を

入
れ
る
と
と
も
に
、
青
年
部
会
・
女
性

部
会
・
関
係
委
員
会
と
の
連
携
を
さ
ら

に
深
め
て
い
く
こ
と
を
確
認
し
た
。

ま
た
、
東
京
都
の
「
地
球
温
暖
化
対

策
報
告
書
制
度
」
に
つ
い
て
は
、
近
年
、

甚
大
な
豪
雨
災
害
が
相
次
い
で
い
る
こ

と
や
、
ネ
パ
ー
ル
で
発
生
し
た
土
石
流

被
害
な
ど
に
も
触
れ
、
温
暖
化
対
策
の

重
要
性
を
改
め
て
確
認
し
、
報
告
書
提

出
に
つ
い
て
各
法
人
会
で
の
協
力
を
呼

び
掛
け
た
。
今
年
度
の
報
告
書
の
オ
ン

ラ
イ
ン
提
出
は
受
付
中
で
、
提
出
期
限

（
任
意
提
出
）
は
12
月
15
日
と
な
っ
て

い
る
。

東
法
連
は
９

月
17
日
、
全
法

連
会
館
で
第
１

回
税
制
税
務
委

員
会
連
絡
協
議

会
（
髙
野
吉
太

郎
委
員
長
・
新

宿
法
人
会
会

長
）
を
開
催
し

た
。
会
議
で
は

令
和
８
年
度
の
委
員
会
運
営
、
税
制
税

務
関
係
の
事
業
計
画
お
よ
び
活
動
計
画
、

令
和
９
年
度
税
制
改
正
要
望
と
り
ま
と

め
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
に
つ
い
て
説
明
が
行

わ
れ
た
ほ
か
、
９
月
18
日
の
全
法
連
理

事
会
で
承
認
予
定
の
「
令
和
９
年
度
税

制
改
正
に
関
す
る
提
言
」
の
内
容
に
つ

い
て
解
説
を
実
施
し
た
。

提
言
の
解
説
は
全
法
連
税
制
ア
ド

バ
イ
ザ
ー
の
青
山
慶
二
氏
が
務
め
、
経

済
産
業
省
の
税
制
改
正
要
望
か
ら
う
か

が
え
る
法
人
税
制
改
正
の
方
向
性
に
つ

い
て
、
中
小
企
業
支
援
へ
の
重
点
化
な

ど
に
も
触
れ
な
が
ら
詳
し
く
説
明
し
、

理
解
を
深
め
た
。

公
益
事
業
活
動
の
充
実
に
向
け
意
見
交
換

租
税
教
育
の
推
進
と
地
球
温
暖
化
対
策
へ
の

取
り
組
み
を
確
認

令
和
９
年
度
税
制
改
正
に
関
す
る

提
言
の
解
説
を
実
施

税
制
税
務
委
員
会
連
絡
協
議
会

　
　
　
　
　
　
　
公
益
事
業
委
員
会

「
ネ
ク
ス
ト
チ
ャ
レ
ン
ジ
１
０
０
」な
ど

令
和
８
年
度
の
活
動
状
況
等
を
報
告

厚
生
共
益
事
業
委
員
会

会員専用サービス
リーフレット（表紙）

リーフレットは
こちら

あいさつする
佐藤一也委員長

あいさつする
髙野吉太郎委員長

解説する全法連税制
アドバイザーの青山慶二氏

あいさつする
鈴木康之委員長



2026年（令和8年）10月号（3）

法人会 女性部会は「食品ロス」削減に取り組んでいます法人会 女性部会は「食品ロス」削減に取り組んでいます

８
月
26
日
、
27
日
の
両
日
、
神
田
明

神
ホ
ー
ル
で
「
ア
メ
ッ
ク
ス
の
ビ
ジ
ネ

ス
・
マ
ッ
チ
ン
グ
２
０
２
６
」
が
開
催

さ
れ
、
２
日
間
で
約
３
３
０
名
が
参
加

し
た
。
今
回
は
ビ
ジ
ネ
ス
チ
ャ
ン
ス
の

拡
大
を
目
的
に「
法
人
会
会
員
企
業
枠
」

が
新
設
さ
れ
、
各
法
人
会
の
青
年
部
会

を
中
心
に
参
加
を
呼
び
掛
け
た
と
こ
ろ
、

44
名
の
法
人
会
会
員
が
参
加
。
ア
メ
リ

カ
ン
・
エ
キ
ス
プ

レ
ス
の
カ
ー
ド
会

員
と
の
マ
ッ
チ
ン

グ
を
通
じ
て
、
業

種
や
企
業
の
垣
根
を
超
え
た
交
流
を
深

め
た
。

27
日
に
は
、
東
法
連
青
連
協
の
小

林
滋
之
会
長
（
杉
並
法
人
会
）
が
あ
い

さ
つ
に
立
ち
、
法
人
会
の
概
要
や
青
年

部
会
の
活
動
を
紹
介
し
、
法
人
会
の
魅

力
を
Ｐ
Ｒ
し
た
。
ま
た
、
会
場
に
設
け

ら
れ
た
法
人
会
ブ
ー
ス
に
は
、
個
人
事

業
主
を
含
む
70
社
が
訪
れ
、
活
動
内
容

や
入
会
に
つ
い
て
説
明
を
受
け
る
な
ど
、

多
く
の
参
加
者
が
関
心
を
寄
せ
た
。

参
加
会
員
か
ら
は
「
名
刺
交
換
し
た

企
業
と
商
談
に
つ
な
が
っ
た
」「
法
人

会
へ
の
入
会
に
つ
な
が
り
そ
う
」
と
い

っ
た
声
も
寄
せ
ら
れ
、
会
員
の
ビ
ジ
ネ

ス
交
流
を
広
げ
る
と
と
も
に
、
法
人
会

の
活
動
や
魅
力
を
広
く
知
っ
て
も
ら
う

機
会
と
な
っ
た
。

第
２
回
総
務
委
員
会
（
髙
橋
利
充
委

員
長
・
練
馬
西
法
人
会
会
長
）
が
９
月

28
日
、
全
法
連
会
館
で
開
催
さ
れ
た
。

委
員
会
で
は
会
員
増
強
や
福
利
厚

生
制
度
の
推
進
状

況
を
は
じ
め
、
東

法
連
の
事
業
全
般

に
つ
い
て
横
断
的

に
審
議
し
た
。
特
に
健
康
経
営
に
つ
い

て
は
、
各
法
人
会
の
委
員
会
の
設
置
状

況
や
課
題
、
全
法
連
お
よ
び
東
法
連
の

こ
れ
ま
で
に
実
施
し
た
取
り
組
み
な
ど

に
つ
い
て
、意
見
・
情
報
交
換
を
行
っ
た
。

ま
た
、
７
月
に
発
生
し
た
熊
本
地

震
に
よ
り
被
災
し
た
法
人
会
へ
の
支
援

に
つ
い
て
、
全

法
連
に
よ
る
義

援
金
の
と
り
ま

と
め
に
賛
同
し
、

東
法
連
か
ら
30

万
円
を
拠
出
す
る
こ
と
を
了
承
し
た
。

こ
の
ほ
か
、
10
月
か
ら
義
務
化
さ
れ

る
「
カ
ス
ハ
ラ
」
や
「
求
職
者
へ
の
セ

ク
ハ
ラ
」
対
策
に
つ
い
て
、
東
法
連
事

務
局
の
対
応
が
報
告
さ
れ
る
と
と
も
に
、

賛
助
会
員
制
度
や
会
費
の
集
金
に
つ
い

て
、
各
法
人
会
の
状
況
を
踏
ま
え
た
情

報
交
換
が
行
わ
れ
た
。

掲出期間：	11月9日（月）～11月15日（日） 1週間
掲出場所：トレインチャンネル ドア上ビジョン（動画）
	 および まど上（ポスター）
掲出路線：	山手線、中央線快速、京浜東北線・根岸線、

京葉線、埼京線・りんかい線、横浜線、
南武線、常磐線各駅停車、中央線・総武線
各駅停車、横須賀線・総武線快速、ゆり
かもめ

	 （湘南新宿ライン・上野東京ライン、
	 常磐線中距離電車はポスターを掲出）

ア
メ
ッ
ク
ス「
ビ
ジ
ネ
ス・マ
ッ
チ
ン
グ
」

東
京
イ
ベ
ン
ト
に
法
人
会
会
員
が
参
加

会
員
増
強
や
健
康
経
営
な
ど
に
つ
い
て

意
見
交
換

総
務
委
員
会

「税を考える週間」JR線 車内広告

あいさつする
小林滋之青連協会長

参加者で賑わう会場

あいさつする
髙橋利充委員長

ドア上ビジョン(動画)イメージ



2026年（令和8年）10月号 （4）

法人会は「税に関する絵はがきコンクール」など様々な租税教育活動に取り組んでいます

令和８年度「会員増強策・退会防止策に関する表彰」実施要領（抜粋）

模範的かつ効果的な会員増強策・退会防止策を実施している単位会を表彰する。
令和８年度に実施している「会員増強策・退会防止策」の取り組みにおいて、①アイデア部門で最大３項目、
②マインドアップ部門で最大２項目、③チャレンジ部門で最大２項目の応募の中から、東法連組織委員会で
審査し、①、②部門において最優秀会、優秀会、過去に受賞したことのない単位会の中で特別賞を選定し、
③部門において最優秀会、優秀会を選定する。

１.	応募者　 各会組織担当副会長もしくは組織委員長
２.	応募期日 令和８年11月20日（金）
３.	応募方法 以下の書類を東法連事務局宛にメールにて提出ください。

①応募申請書（必要事項をご記載ください）
②参考資料（Ａ４判5頁程度）（内容が伝わる画像等を自由に添付）

４.	留意事項 ①過去の活動も歓迎です。（過去に応募・表彰歴がある活動でも新たな工夫や改善・発展がある
場合は再エントリー可能です。）
②各会からの応募がない場合や、審査員の総意により「該当なし」とする場合があります。

５.	審査 ①対象期間	：令和８年４月～11月
②審 査 日	：令和８年12月9日開催の組織委員会
③審 査 員	：東法連組織委員会出席者（事務局を除く）

６.	副賞 ①アイデア部門	 ：最優秀賞５万円　優秀賞３万円　特別賞２万円
②マインドアップ部門	：最優秀賞５万円　優秀賞３万円　特別賞２万円
③チャレンジ部門	 ：最優秀賞３万円　優秀賞２万円

１.	応募者 原則として各会広報委員長
２.	応募期日 令和9年1月20日（水）
３.	応募方法 以下の書類を東法連事務局宛にメールにて提出ください。

①活動事例エントリーシート（簡潔にご記載ください）
②参考資料（Ａ４判４頁以内）（内容が伝わる画像等を自由に添付）

４.	留意事項 ①過去の活動も歓迎です。（過去に応募・表彰歴がある活動でも新たな工夫や改善・発展がある
場合は再エントリー可能です。）
②応募は１単位会あたり１エントリーとします。（複数の法人会で実施した合同事業もエントリー
可能です。幹事会を決めてエントリーしてください。）
③エントリーがない場合や、委員会の総意により「該当なし」とする場合があります。

５.	審査 ①対象期間	：令和８年１月から令和８年12月まで
②審 査 日	：令和９年２月開催予定の広報委員会
③審 査 員	：上記委員会出席の東法連広報委員及び委員長

６.	副賞 ５万円

令和８年度「単位会の広報活動に関する表彰」実施要領（抜粋）

単位会における創意工夫に富んだ広報活動を広く募集し、優良事例の共有と表彰を行う。
応募活動の中から、東法連広報委員会で「他会の参考になるか（共有性）」や「創意工夫」の視点から審査し、
原則として3件の表彰活動を選定する。
東法連広報委員会連絡協議会で表彰式を行うとともに、表彰活動の事例披露を行う。


